職業的困難度からみた障害程度の見直しについて－その２－
～障害者の就業支援現場の声（2007年調査）を通して"職業上の障害判定"について考える～
障害者職業総合センター（適応環境研究）沖山 稚子
◆詳細原稿
千葉県幕張にあります障害者職業総合センターの研究部門で勤務している沖山稚子（おきやまわかこ）と申します。本日は職業的困難度からみた障害程度の見直しについて、昨年実施した調査結果をもとに、障害者の就業支援現場の「広域障害者職業センター」と「地域障害者職業センター」では職業的困難についてどう考えているのか概観し、この問題についての提案をいたします。
　１９７７年から約３０年地域障害者職業センターの障害者職業カウンセラーとして、各種の障害者の方々の就職支援の仕事をしてきました、また学生時代から就職差別の問題に関心を持っていたので、私が長い間拘っているテーマです。。
障害学会でもよく話題にされているイギリスの「ディスアビリティ・スタディーズ」という本がありますが、雇用について触れているところで次のように述べています。
引用→「私たちは職業というものを通じて、収入を得るばかりでなく、身分や地位や影響力を手に入れ、社会関係やアイデンティティまでも獲得する。その意味で職業は、私たちの社会生活においても、物質面においても、生活の質に重大な影響を与えている。にもかかわらず、これまで多くの障害者は職場から排除されるか、職場の片隅に追いやられた無力な存在でしかなかった。特に資本主義産業の台頭は障害者に対して劇的な変化をもたらし、インペアメントをもつ者は経済的に非生産的な存在として、労働市場の周辺部に追いやられてきた。」仕事に就くことの重要性について述べているカ所で、とても共感できるので引用しました。
　社会的な活動のなかで、雇用とか就職の問題は障害の有る無しに関わらず重要な問題です。私の関心である本日のテーマがこの学会でどのように受け止められるか興味深いです。
　では、まず問題の所在について述べることにします。
１．問題の所在
　 我が国の障害者雇用施策における障害程度は、障害者福祉施策における障害程度の基準を準用しているのが現状です。例えば、身体障害者については、身体障害者福祉法の「身体障害者障害程度等級表」により判断しているが、同じ障害程度に区分されている場合でも、障害の部位や種類、重複状況により実際の職業生活における制限や困難の程度は異なっています。
　昨年8月15日に福祉労働者らの労働組合がILOに対して日本の障害者雇用施策の問題を訴えたことは皆様もご存知でしょう。詳しく言うと、全国福祉保育労働組合が「日本政府は障害者の職業リハビリテーションおよび雇用に関する国際労働機関（ILO ）159号条約を批准しているが、日本の障害者雇用政策はその条約に違反している」としてILOに是正勧告の申し立て書を提出しました。新聞報道により広く知られるところとなりました。申立書の中から今回のテーマに関連する部分を引用します。「ILO条約・勧告では障害者の定義は個々の労働能力に基づいている。しかし日本の障害者雇用促進法上では、障害者は労働能力によって認定されていない。雇用率制度に使われている統計には、障害者の実際の労働能力は正しく反映されていない。1996年に障害者雇用施策の状況を内部監査した総務庁監察局の勧告を日本政府が受け入れ実行していれば解決できるはずだった。」というものです。
　こうして身体手帳等の等級と職業上の困難度の乖離や、就業支援上の不都合が多くの場面で、長期に亘り指摘されてきたにもかかわらず、我が国として「職業上の障害判定」が実現できずにいるのは、就職困難に影響する要因が年齢、性別、障害、適性・能力、雇用環境や時代、さらには就職支援力や事業所がしてくれる配慮など複雑で多岐に亘っているからだと思われます。
　昨年京都で開催された障害学会の第４回大会では「先行研究等を通して"職業上の障害判定"が可能かどうか」について報告しました。今回は、昨年実施した調査結果をもとに、障害者の就業支援現場の担当者達は職業的困難についてどう考えているのか概観し、この問題についての提案をしたいと思います。
２．就業支援現場に対する調査の概観
調査の概要は「要旨」をご覧ください。
(1)　調査時期
    平成19年6月27日～7月13日
(2) 調査対象
　全国の障害者職業センター55カ所
 (3) 調査項目（主要なもの）
　◎職業的困難度の高い障害者（困難度が高い障害種類は何かなど）
　◎各障害をめぐる近年の動向と就業支援制度等の効果等（身体障害者、知的障害者、　精神障害者、高次脳機能障害、　重複障害者、発達障害者、知的ボーダー層）　
　◎雇用率上のトリプルカウント、ダブルカウントすることの必要性
(4)  調査方法
　郵送と電子メールによる質問紙調査（記述式）、郵送または電子メールで回収
(5)　回収状況
　回答者数は計71名で、有効回収率94.4％
(6)調査結果の概要
３．調査結果から
　同一の組織（独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構）の現場で業務に従事する者への調査でしたが、回答者の属性が様々であったため回答も多岐に亘りました。約２０年以上の障害者職業カウンセラー経験者、職業安定行政経験者、職業訓練指導員経験者、その他というのが回答者の内訳です。それぞれの就労支援現場の特性や業務内容、職業経験等により、対応した障害種別に偏りがあることに加え、回答者が勤務する地域の地域差や意識の差があり、職業上の障害判定を一括りに整理するのはとても難しいものとなりました。
　しかし、その中でも、多くの者が指摘するのは、「重複障害」のある者の職業的困難度は高いという点でした。特に主たる障害として身体障害があって知的障害者や精神障害を重複している場合は職業困難度が高いと指摘するものが最も多かったです。
「障害等級は中・軽度であるが重度障害者に匹敵する職業的困難度の高い障害者がいますか。いるとしたらどのような障害者でしょうか。」の問いに対しては、具体的な障害名として、重複障害を筆頭に、高次脳機能障害、発達障害、精神障害、知的障害、脳病変による運動機能障害を主に手指や上肢にマヒがある者、視覚障害が挙げられました。
別の研究で中間集計中の事業所調査のデータから少しご紹介します。調査は「高齢障害者の雇用の実態」を把握するためにこの９月に実施したものです。６都県（東京、宮城、愛知、兵庫、広島、福岡）の雇用開発協会の会員事業所約7000社に対して、実施した結果、約３割の回収があり約2000社から回答を得ました。その中で「貴事業所の職務を前提にした場合に、雇用の可能性のある障害種類」と「雇用が難しいと思われる障害種類」について聞いています。結果は雇用の可能性が下肢障害と内部障害では５０％弱あるとされた一方、視覚障害と精神障害は10％を下回っています。さらに雇用が難しいと思われる障害種類では視覚、精神が約70％となっています。分析途中ではありますが、事業所側の反応から障害の種類によって採用されやすさ・難しさがあることが窺い知ることができます。インペアメント（機能障害）の部分にばかり注目して「職業的困難度」を議論するのは一面的でよくないと思う反面、事業所側の反応がこれだけ顕著であることは、「就職活動が事業所と障害者の相互行為」であることを考えると重視すべきことでもあります。
本人を取り巻く環境要因から職業的困難度をとらえる場合には、「現行の障害者認定基準には該当しないため各種援助制度が活用できない者」という回答に代表されるように、制度の活用可能性の有無を指摘するものが最も多くなっています。例えば、「雇用率の対象とならない」、「社会的な援護措置がない」場合には、職業的困難度を高めるとされています。
　一方で、知的障害者の雇用をめぐる変化については、総じて「向上した」、「拡大した」、「雇用が増加した」、「企業の理解、認知が進んだ、抵抗感が少なくなった」、「ジョブコーチ事業が浸透している」との肯定的な回答となっています。知的障害者の新規の職域としては簡易事務が注目されていて、研究報告が来春に出る予定です。
雇用率のダブルカウント（またはトリプルカウントの新設）の必要性については、全体的に見て、トリプルカウント、ダブルカウントについて慎重又は反対の回答と賛成の回答は３：２と反対の方がやや多く、主な反対理由としては「基準が難しい」、「雇用される実人員を増やすことを念頭に置くべき」「雇用率の改善には有効かもしれないが、新規の雇い入れを阻む。雇えばよい的な発想の雇用に繋がりやすい」などが挙げられています。
さらに「特例子会社や派遣など制度は複雑になり限界にきている」、「重度、最重度という用語が雇用を躊躇させる」、「カウントではなく企業負担を軽くする措置が必要」、「職業的重度障害者という言葉を一般的にしていく」、「雇用される実人員を増やすことを念頭に置くべき」などの回答も複数見られました。
賛成とする回答では、「全盲」、「重度脳性まひ」、「重複障害」はトリプルにしてもよいとするものもありました。
　この内容は、近々報告書が出ますので、関心のある方はご覧下さい。タイトルは「職業的困難度からみた障害程度の評価等に関する研究」というものです。
４．提案
　そもそも就職という活動は事業所と求職者の相互行為なので、障害者側だけをどれほど緻密に評価したとしても「職業上の障害判定」は不完全なものでしかないことは容易に分かることです。つまり、どこから通うか？どこで就職するか？に始まり就職の相手となる事業所についての評価が絶対に必要となります。どういう事業所で？何の作業をするか？周辺の配慮はどうか？などという具合に、障害者側と事業所側のそれぞれの要素、そしてその両者の関係性まで想定すべき変数はとても多いものです。
　だから「職業上の障害判定」をめざして完璧なものを作ろうと、さらに年数や努力を費やすのは得策ではないと考えます。むしろ現状の不備を少しでも改善できることをめざした実行可能な判定方法の検討こそが待たれているのです。
　1996年に総務庁が労働省に対して行った勧告は、そういう意味で現実的な判定方法を示唆したといえるでしょう。冒頭で話題にした福祉労働者らの労働組合がILOに対して申立書でも引用している総務庁の勧告です。勧告内容の主な部分をご紹介します。「重度障害者とされる者の範囲については、現行の定義による重度障害者に加え、地域センターが個々の職業能力に応じて『重度』の認定を行い、これらの重度障害者を雇用上の支援の対象とするものとすることにより、重度障害者に対する支援の充実を図ること。さらに、前記の実績もふまえ、身体障害者の雇用対策に用いる職業安定機関独自の重度認定基準を検討すること。（注１）」というものです。
　最後に、職業的困難度を議論する時の新たな視点について提案します。つまり「年齢」です。「年齢」は分かりやすい基準であり、障害者の中でも「高齢障害者」の採用が躊躇されている事実があるからです。（注２）
　東京都立労働研究所の調査結果が、そのことを証明しています。東京都心身障害者雇用促進協会の会員事業所に実施した「中高年障害者の雇用に関する調査：1990年」（823票：回収率39.2％）で、「障害者を求人・採用する場合、40歳くらいまで」とする回答が67％に及び厳しい実態が明らかです。一般求職者に対する調査でも、労働政策研究・研修機構が行った（「ハローワーク来所者の求職行動に関する調査」：2007年）において、求職活動における障害として「年齢制限が厳しい」とする回答が多い（46.9％）ものなっています。この報告書では「求人の際に年齢制限を設けることは法律で規制されているが、採用選考の現場では年齢制限がまかり通っているようだ。」と指摘しています。
　さきほど、少しご紹介した「職業的困難度からみた障害程度の評価等に関する研究」ではハローワークにおける障害者職業紹介統計をもとに就職困難の程度を分析しています。その中で45歳を境にして就職率の比較を行っていて、44歳以下の者に比べ45歳以上の障害者の就職率は、それぞれ46.8％に対し36.0％と10ポイントも低いことが見られました。
　このようにいくつかのデータが「高齢障害者」の就職の困難さを示していることは注目されるべきでしょう。
「就職したい」と希望していて、就職活動を繰り返しながらも就職できずにいる障害者が1人でも多く就職できるために、できることからとりかかること、関係者間で異論の出にくい項目（例えば、いま私が言ったように「年齢」）を職業的困難度の新たな視点として順次加えることなどを提案して私の報告を終わります。
　ご静聴ありがとうございました。
（注1）総務庁行政監察局：障害者の雇用・就業に関する行政監察結果報告書（1996）p118
（注２）特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者雇用開発助成金）では、45歳以上の中高年齢障害者を採用した場合に、助成内容が手厚い（助成期間が長い、助成額高い）助成金が整備されていることが目を惹く。
